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1 H29.8.28 H29.9.1

特定非営利活動法人○○の事
業報告書（閲覧対象文書を除
く。）（平成15年度から平成
24年度までの各年度分）

83 1 1 1 1

（7条2号）監事、代表権のある理事以外の理事及び
社員等の氏名と住所又は居所並びに講師の氏名につ
いては、個人に関する情報で特定の個人を識別でき
るため
（7条3号）金融機関名、支店名、口座番号及び借受
先個人名については、法人の事業活動を行う上での
内部管理に属する事項に関する情報であり、公にす
ることにより、法人の競争上又は事業運営上の地位
が損なわれるため
（7条4号）印影については、公にすることにより、
偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

2 H29.8.24 H29.9.6

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１学校
法人資金収支計算書」、「２
学校法人消費収支計算書」及
び「３貸借対照表」（平成26
年度及び平成27年度決算）並
びに「１資金収支計算書」
「２事業活動収支計算書」及
び「３貸借対照表」（平成28
年度決算）

9 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

3 H29.8.24 H29.9.7

学校法人○○の平成28年度の
財務計算書類のうち、資金収
支計算書、資金収支内訳表、
事業活動収支計算書及び事業
活動収支内訳表

12 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

4 H29.8.24 H29.9.7

「有料老人ホーム」に関する
消費生活相談情報の件名・相
談概要一覧（安全・衛生、品
質機能、役務品質、法規・基
準、価格・料金、表示・広
告、販売方法、契約・解約、
接客対応、生活知識及びその
他）

23 1 1 1 1

件名及び相談概要のうち該当するものについて
（7条2号）特定の個人を識別することはできない
が、公にすることにより、なお個人の権利利益を害
する恐れがある情報であるため
（7条3号）事業者に関する情報であり、当該情報を
開示することにより社会的信用の低下を招くなど競
争上又は事業運営上の地位が損なわれるおそれがあ
るため
（7条6号）当該情報を開示することにより、相談者
との信頼関係が損なわれ、適切な相談事務の遂行に
支障を及ぼす恐れがあるため

生活文化局消
費生活総合セ
ンター相談課

5 H29.8.28 H29.9.11
職務に関する働きかけについ
ての対応記録票（平成２８年
１２月分）

1 1
生活文化局総
務部総務課

6 H29.8.28 H29.9.11
職務に関する働きかけについ
ての対応記録票（平成２９年
１月及び同年２月分）

2 1 1

（7条3号）事業者の名称については、法人に関する
情報であり、公にすることによって当該法人の競争
上又は事業運営上の地位その他の社会的な地位が損
なわれると認められるため

生活文化局総
務部総務課

7 H29.7.14 H29.9.12

・平成29年5月31日付事務連絡
東京都生活文化局文化振興部
企画調整課　御中
・平成29年6月2日付事務連絡
東京歴史文化財団事務局　御
中
・29歴文事総第362号
・東京芸術劇場　避難階段説
明メモ
・事務連絡　平成29年6月13日
・文化振興部から東京都歴史
文化財団への指導について
（概要記録）
・お詫び掲示文
・都立文化施設における障害
者対応の充実並びに危機管理
体制の強化について（指導）
・芸劇エスカレータ事故に関
する都響と文振部担当者との
やりとり記録

11 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

8 H29.7.14 H29.9.12

・「2017年○月○日○曜日
○:○」のメール（12件）
・平成29年5月31日事務連絡
東京都生活文化局文化振興部
企画調整課　御中

33 1 1 1

(7条2号）個人の氏名、及びメールアドレス関する
事項については、当該情報に含まれる記述により特
定の個人を識別することができるものであるため
個人の座席番号及び特徴については、公にすること
により、なお個人の権利利益を害する恐れがあるた
め
（7条4号）警備体制に関する情報については、公に
することにより、施設の安全確保が阻害されるおそ
れがあるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

9 H29.7.14 H29.9.12

・東京芸術劇場　５階警備員
所定位置図
・平成29年4月22日以降東京都
芸術劇場・東京都歴史文化財
団に関する問題で、東京都生
活文化局内、都庁内でのやり
とりがわかるメール１
・平成29年4月22日以降東京都
芸術劇場・東京都歴史文化財
団に関する問題で、東京都生
活文化局内、都庁内でのやり
とりがわかるメール２

3 1 1 1

(7条2号）メール１及び２については、当該情報に
含まれる記述により特定の個人を識別することがで
きるものであるため
（7条4号）警備員所定位置図については、警備体制
に関する情報であり、公にすることにより、施設の
安全確保が阻害されるおそれがあるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

10 H29.7.14 H29.9.12
・文化振興部から東京都歴史
文化財団への指導について
（概要記録）

1 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

11 H29.7.14 H29.9.12

旅費請求内訳書（請求に係る5
名分）
請求に係る旅費請求の内容を
抽出したもの

5 1 1
(7条2号）個人の通勤経路に係る情報については、
当該個人は地方公務員に該当するが、当該情報がそ
の職務の遂行に係る情報には当たらないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

決定区分 （根拠規定）条例7条
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12 H29.7.14 H29.9.12

・平成29年5月31日付事務連絡
東京都生活文化局文化振興部
企画調整課　御中
・平成29年6月2日付事務連絡
東京歴史文化財団事務局　御
中
・29歴文事総第362号
・東京芸術劇場　避難階段説
明メモ
・事務連絡　平成29年6月13日
・文化振興部から東京都歴史
文化財団への指導について
（概要記録）
・お詫び掲示文
・都立文化施設における障害
者対応の充実並びに危機管理
体制の強化について（指導）
・芸劇エスカレータ事故に関
する都響と文振部担当者との
やりとり記録

11 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

13 H29.7.14 H29.9.12

・「2017年○月○日○曜日
○:○」のメール（12件）
・平成29年5月31日事務連絡
東京都生活文化局文化振興部
企画調整課　御中

38 1 1 1

(7条2号）個人の氏名及びメールアドレス関する事
項については、当該情報に含まれる記述により特定
の個人を識別することができるものであるため
個人の座席番号及び特徴については、公にすること
により、なお個人の権利利益を害するおそれがある
ため
（7条4号）警備体制に関する情報については、公に
することにより、施設の安全確保が阻害されるおそ
れがあるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

14 H29.7.14 H29.9.12

・東京芸術劇場　５階警備員
所定位置図
・平成29年4月22日以降東京都
芸術劇場・東京都歴史文化財
団に関する問題で、東京都生
活文化局内、都庁内でのやり
とりがわかるメール１
・平成29年4月22日以降東京都
芸術劇場・東京都歴史文化財
団に関する問題で、東京都生
活文化局内、都庁内でのやり
とりがわかるメール２

3 1 1 1

(7条2号）メール１及び２については、当該情報に
含まれる記述により特定の個人を識別することがで
きるものであるため
（7条4号）警備員所定位置図については、警備体制
に関する情報であり、公にすることにより、施設の
安全確保が阻害されるおそれがあるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

15 H29.8.29 H29.9.12

平成28年12月8日から平成29年
3月31日までの東京都歴史文化
財団の予算案の決定に関し
て、次長に対し、平成29年4月
1日以降、文化振興部の担当部
長、課長及び課長代理が行っ
た調査・やりとりが分かる文
書

1
請求に係る公文書は、実施機関では作成・取得して
おらず、存在しないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

16 H29.8.29 H29.9.12

○○との随意契約に関して、
次長に対し、平成29年4月1日
以降、文化振興部の担当部
長、課長、課長代理が行った
調査・やりとりが分かる文書

1
請求に係る公文書は、実施機関では作成・取得して
おらず、存在しないため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

17 H29.8.31 H29.9.13

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１資金
収支計算書」、「２事業活動
収支計算書」及び「３貸借対
照表」（平成28年度決算）

30 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

18 H29.9.7 H29.9.13
タクシーメーター立川検定場
（29）電気設備改修工事　工
事内訳書

13 1
生活文化局総
務部総務課

19 H29.9.4 H29.9.14

認証を取り消された特定非営
利活動法人○○外８法人が都
に提出した「解散届出書」、
「清算登記簿」（履歴事項全
部証明書）、「清算決了届出
書」及び「清算決了登記簿」
（閉鎖事項全部証明書）の写
し

1
当該文書については実施機関において作成・取得し
ておらず、存在しない。

生活文化局都
民生活部管理
法人課

20 H29.9.5 H29.9.14

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１資金
収支計算書」「２事業活動収
支計算書」及び「３貸借対照
表」（平成28年度決算）

30 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

21 H29.9.5 H29.9.14

平成19年○月○日付特定非営
利活動法人○○の事業報告書
類（平成18年度から平成25年
度まで）

107 1 1 1 1

（7条2号）監事、社員及び代表権のある理事以外の
理事に係る氏名及び住所又は居所並びに清算人の携
帯電話番号については、個人に関する情報で特定の
個人を識別できるため
（7条3号）金融機関名、支店名及び短期借入先につ
いては、法人の事業活動を行う上での内部管理に属
する事項に関する情報であり、公にすることによ
り、法人の競争上又は事業運営上の地位が損なわれ
るため
（7条4号）印影については、公にすることにより、
偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

22 H29.9.7 H29.9.14

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１学校
法人資金収支計算書」、「２
学校法人消費収支計算書」及
び「３貸借対照表」（平成27
年度決算）並びに「１資金収
支計算書」「２事業活動収支
計算書」及び「３貸借対照
表」（平成28年度決算）

6 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課
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23 H29.9.8 H29.9.15
タクシーメーター立川検定場
（29）電気設備改修工事　工
事内訳書

13 1
生活文化局総
務部総務課

24 H29.9.4 H29.9.15

・平成29年1月16日付28生広広
第940号「平成29年度映像を活
用した都政情報発信事業の実
施及び同事業に係る企画立
案・運営業務委託」
・ネット放送局（仮）のプレ
開局について（案）

31 1
生活文化局広
報広聴部広報
課

25 H29.9.4 H29.9.15

29財経二契第1186号の3委託契
約書「平成29年度映像を活用
した都政情報発信事業の企画
立案・運営業務委託」

12 1 1
（7条4号）印影については、公にすることにより、
偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局広
報広聴部広報
課

26 H29.9.4 H29.9.15
都庁公式動画の「ラジオ体
操！小池都知事と職員と踊っ
てみた」の決裁原義

1
請求に係る公文書は、実施機関では作成しておら
ず、存在しないため

生活文化局広
報広聴部広報
課

27 H29.9.11 H29.9.15

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１学校
法人資金収支計算書」、「２
学校法人消費収支計算書」及
び「３貸借対照表」（平成27
年度決算）並びに「１資金収
支計算書」「２事業活動収支
計算書」及び「３貸借対照
表」（平成28年度決算）

6 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

28 H29.9.5 H29.9.19

平成29年度予算第一次経費見
積書の提出について
平成29年度予算第二次経費見
積書の提出について

6 1
生活文化局総
務部企画計理
課

29 H29.9.6 H29.9.20

特定非営利活動法人○○の事
業報告書類（閲覧対象文書を
除く。）（平成14年度から平
成25年度まで各年度分）

158 1 1 1 1

（7条2号）監事、社員及び代表権のある理事以外の
理事に係る氏名及び住所又は居所については、個人
に関する情報で特定の個人を識別できるため
（7条3号）金融機関名、支店名、取引先の名称及び
関係内容並びに債権回収及び未払金の相手方につい
ては、法人の事業活動を行う上での内部管理に属す
る事項に関する情報であり、公にすることにより、
法人の競争上又は事業運営上の地位が損なわれるた
め
（7条4号）印影については、公にすることにより、
偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課

30 H29.7.27 H29.9.25

・平成29年度　第1回　経営戦
略会議　資料4-2、5－1及び8
－2
・平成29年度　第2回　経営戦
略会議　資料4－1及び4－2
・平成29年度　第3回　経営戦
略会議　資料5及び「2020改革
の活動状況について
・平成29年度　第4回　経営戦
略会議　資料1、4、6－1、6－
2及び10－2

98 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

31 H29.7.27 H29.9.25

・平成29年度　第1回　経営戦
略会議　次第及び資料3
・平成29年度　第2回　経営戦
略会議　次第及び資料2
・平成29年度　第3回　経営戦
略会議　次第及び資料3
・平成29年度　第4回　経営戦
略会議　次第、資料3、5、7及
び8

39 1 1

（7条3号）次第以降の記載並びに資料の一部（公益
目的事業に係る一部の比率、費用額及び遊休財産額
等）については、法人の事業運営に関する情報で
あって、公にすることにより当該法人の事業運営上
の地位が損なわれると認められるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

32 H29.7.27 H29.9.25

・平成29年度　第1回　経営戦
略会議　資料1－1、1－2、1－
3、2、4－1、5－2、5－3、6、
7－1、7－2、8－1、9、10、11
及び12
・平成29年度　第2回　経営戦
略会議　資料1、3、5及び6
・平成29年度　第3回　経営戦
略会議　資料1、2及び4
・平成29年度　第4回　経営戦
略会議　資料2、9、10－1及び
11

189 1 1
（7条3号）法人の事業運営又は人事に関する情報で
あって、公にすることにより当該法人の事業運営上
の地位が損なわれると認められるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課

33 H29.7.27 H29.9.25

・障害者（役）を含む避難訓
練の実施状況
・東京芸術劇場ホール案内業
務に関して取り組んでいる改
善策について

2 1
生活文化局文
化振興部企画
調整課

34 H29.7.27 H29.9.25
・「2017年7月○日○曜日
○:○」のメール（4件）

6 1
（7条2号）個人の氏名及びメールアドレスに関する
事項については、個人に関する情報であって、特定
の個人を識別することができるものであるため

生活文化局文
化振興部企画
調整課
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35 H29.7.28 H29.9.26
学校法人○○の財務計算書類
（平成24年度から平成28年度
までの各年度分）

168 1 1 1 1

（7条2号）
・監事の氏名については、開示により特定の個人を
識別できるため
（7条3号）
・財務諸表の小科目等詳細な項目については、開示
することにより法人の収入・支出及び財産の状況を
相当程度具体的に把握することが可能となり、法人
の競争上又は事業運営上の地位その他社会的地位が
損なわれると認められるため
・監査の依頼先については、監査の依頼先が明らか
になることで、当該法人の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれるおそれがある
と認められるため
・公認会計士の役職氏名については、監査依頼先の
内部管理情報であり、開示することで監査依頼先の
事業運営が損なわれるおそれがあるため
・監査の具体的内容を記載した部分及び監査の結果
については、開示により監査結果の内容が明らかに
なることで、法人の経営状況等を把握することが可
能となり、当該法人の競争上又は事業運営上の地位
その他社会的な地位が損なわれると認められるため
（7条4号）独立監査人及び監事の印影については、
開示により犯罪の予防と秩序の維持に支障を及ぼす
おそれがあると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

36 H29.7.28 H29.9.26

学校法人○○外１法人の財務
計算書類のうち、資金収支計
算書、資金収支内訳表、人件
費支出内訳表、消費収支計算
書、消費収支内訳表及び貸借
対照表（平成26年度及び平成
27年度）並びに資金収支計算
書、資金収支内訳表、人件費
支出内訳表、事業活動収支計
算書、事業活動収支内訳表及
び貸借対照表（平成28年度）

105 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

37 H29.9.20 H29.9.26
特定非営利活動法人○○　設
立時定款

12 1
生活文化局都
民生活部管理
法人課

38 H29.9.20 H29.9.26

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１資金
収支計算書」「２事業活動収
支計算書」及び「３貸借対照
表」（平成28年度決算）

3 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

39 H29.9.25 H29.9.27

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１学校
法人資金収支計算書」、「２
消費収支計算書」及び「３貸
借対照表」（平成26年度及び
平成27年度）並びに「１学校
法人資金収支計算書」、「２
学校法人収支計算書」及び
「３貸借対照表」（平成28年
度決算）

9 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

40 H29.9.20 H29.9.28

・平成29年3月9日付28生広広
第1146号「平成29年度映像を
活用した都政情報発信事業の
企画立案・運営業務委託に係
る受託候補者の決定及び契約
締結請求」

10 1
生活文化局広
報広聴部広報
課

41 H29.9.25 H29.9.29

学校法人○○の私立学校教育
助成金調査表（A表）「１資金
収支計算書」、「２消費収支
計算書」及び「３貸借対照
表」（平成27年度）

3 1 1

（7条3号）財務諸表の小科目等詳細な項目について
は、開示することにより法人の収入・支出及び財産
の状況を相当程度具体的に把握することが可能とな
り、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的地位が損なわれると認められるため

生活文化局私
学部私学行政
課

42 H29.9.22 H29.9.29

定期購読図書類の年間購読一
覧表（生活文化局）（平成25
年度から平成29年度まで各年
度分）のうち、請求のあった
政党機関紙に係る部分

5 1
生活文化局総
務部総務課


